
 

 

この度の東北地方太平洋沖地震により多くの尊い命が失われたことに深い哀悼の意を捧げますとともに、

甚大な被害に遭われました方々に心よりお見舞いを申し上げます。  

 皆様の安全と一刻も早い復旧をお祈りするとともに、私ども日本経済研究所は、防災、ＢＣＰ、リスクマネジ

メントといった分野での経験を踏まえ、スタッフ一丸となって復旧・復興に向けて全力をあげて取り組みます。  

 様々な課題、ご相談に対応させていただきますので何卒宜しくお願い申し上げます。 

【災害時や非常事態に必要な対策（時系列）】 

弊社サービス内容（例） （貴社のご希望に対応し、随時各種プランをご用意申し上げます） 

防災対策/事業継続計画（BCP） 

策定をご検討の皆様へ 

 
 

（２）防災対策/BCP 作成支援サービス（１５０万円（税別）～）◎お勧めプラン 

◆貴社が BCP を策定 ⇒ ①弊社が、貴社の防災対策/BCP 策定段階で随時コンサルティング 

②一般的な策定例をベースに、貴社事業に特化した手法をアドバイス 

③策定後の点検・見直しにも参画、PDCA サイクル実現を支援   

 

（１）防災対策/BCP アドバイザリーサービス （１００万円（税別）～）◎お勧めプラン 

◆貴社作成の防災対策/BCP をご提出 ⇒ ①弊社が内容をチェック 

②震災時の機能状況等を含め、貴社に運用状況をﾋｱﾘﾝｸﾞ 

③今後の課題等を洗い出し、運用面を含めアドバイス 

 

（３）防災対策/BCP 作成サービス（６００万円（税別）～） 

◆貴社が事業内容等を開示 ⇒ ①弊社が貴社ご担当者とチームを組み防災対策/BCP を作成 

②策定後の点検・見直しにも参画、PDCA サイクル実現を支援 

                

 ※出張交通費は別途ご請求申し上げます 

初動対応 （状況把握、安否確認、ケガ人等手当・対応、二次災害防止 等） 

事業継続 （BCP 発動時経営体制、復旧目標に向けた重要事業の復旧・継続、代替生産 等） 

事前対応 （耐震補強・備品の固定、備蓄の準備、職員への連絡方法/連絡網の整備、 

顧客等重要連絡先の整備、職員役割分担、シミュレーション・訓練、 

事業継続計画策定 等） 

事業全体の復旧 
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(株)日本経済研究所

ソリューショングループ

防災対策/ＢＣＰ

コンサルティングチーム

技術対応

耐震診断・補強事業者

（耐震診断、補強工事

の実施等）

保険対応

保険代理店

（各種保険の検討等）

システム対応

ITシステム事業者

（災害対応システムの

構築等）

資金対応

日本政策投資銀行

（防災対策にかかる融資等）

 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本経済研究所の幅広いネットワーク 

日本経済研究所（ＪＥＲＩ）は、日本政策投資銀行の 100％子会社であり、産学官に対する内外の

豊富なネットワークを活かし、幅広い防災対策/BCP コンサルティング業務を行っております。 

 

設 立：1989年（平成元年）12月（1946年（昭和 21年）（財）日本経済研究所設立） 

代 表 者：代表取締役 安藤 隆 

資 本 金：480 百万円（日本政策投資銀行 100％） 

組織概要 

株式会社日本経済研究所 

BCP コンサルティングチーム 片桐、野田、伊藤、小原、横山、川島、坂野、田巻 

住 所 ： 〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台 3-3-4駿河台セントビル 5階 

Ｔ Ｅ Ｌ ： 03-5280-6250 Ｆ Ａ Ｘ ： 03-5280-6106 

E－Mail  ： solution@jeri.co.jp 

H P ： http://www.jeri.co.jp  

お問い合わせ 

※このほか、業界団体、民間企業等、法律・会計事務所、大学・研究機関、有識者・学識経験者、中

央省庁、地方公共団体、政府関係機関等にも幅広いネットワークあり 

 

 

 

BCP アドバイザリー内容例 

 
◆貴社事業所付近の想定ハザード確認と被害想定 

◆重要業務をどのように選定すれば良いか 

◆目標復旧時間の設定のために何を考慮すれば良いか 

◆事業継続のボトルネックとして何を想定しておけば良いか 

◆ボトルネックの解消策としてどのようなことが考えられるか 

※ その他、貴社に特化した事業継続に関する課題のご相談に随時対応させて 
いただきます。 


